


















































































図 2 . 2 は固定通信と移動通信の契約数の推移［ 1 ］を示している。携帯電話やPHSなど













（図 2 . 3 ），さらに増える傾向にある。
このような状況から，今日，我々は通信・ネットワークを経由して情報を空気のよう
に 呼吸しながら生きている。通信・ネットワークの存在は，呼吸できている間は殆ど
意識されることがないといった状況にあると言っても過言でない（図 2 . 4 ）。













図 2 . 5 に今回の大震災の概要を示す。今回の大震災は国内観測史上最大のマグニ
チュード9.0（最大震度 7 ）という大きさ，かつ南北約500km・東西約200km（岩手県沖
図 2 . 3 　代表的なソーシャルメディアの利用者数の推移［ 3 ］








3 ． 1 　大震災による被害






3 ． 2 　大震災直後の特徴的現象
前節で示した多数箇所の被災により通信サービスは途絶し，さらに安否確認などのた
めの通話の殺到から電話はつながり難くなり，また道路寸断･ 流失物散乱などが早期復
旧の妨げとなった（図 3 . 2 ）。以下では，携帯電話サービスの提供を不能にした被災（停
波）基地局の状況，安否確認などに影響を与えた通信規制の発動状況などを取り上げる。




図 3 . 3 は地震発生時以降の停波基地局数の時間的推移（及び東北電力管内の停電戸
数）［ 5 ］を示したものである。このグラフにおいて停波基地局数のピークは地震発生時で
はなく一定の時間が経過した後，即ち， 1 ～ 2 日経過後となっている。
これは，地震発生時の被害が把握できなかったためではなく図 3 . 4 のような理由と
図 3 . 2 　大震災直後の直接的な現象







図 3 . 3 　地震発生後の停波基地局数と停電戸数の時間的推移［5］
出所：総務省資料
図 3 . 4 　被害のピークが一定時間経過後の根拠
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ただ，図 3 . 3 のNTTドコモのグラフでは停電の復旧から遅れて基地局も復旧してい
る傾向にあり，停電以外の要因も停波に作用していると考えられる。
⑵　通信トラフィックの状況と規制発動状況
図 3 . 5 は地震発生直後のNTTドコモのネットワークにて観測された東北地域からの
発着信呼数の状況（と 1 週間前の状況とを比較したもの）［ 6 ］である。地震発生時刻であ
る 3 月11日の14：46直後に高い値を示している。発信呼数が平常時の最大12.6倍，着信





























図 3 . 6 は，今回の震災発生直後の主要な通信事業者による通信規制の発動状況［ 5 ］を





































4 ． 1 　震災後の通信業者の対応の概要






4 ． 2 　移動通信における応急対策と復旧状況
通信事業者毎に通信サービスの復旧に向け各種の対策が講じられた。例えば，山上基
地局がカバーする無線エリアの拡大（大ゾーン化）による隣接被災基地局エリアの通信
救済［ 8 ］（図 4 . 2 ），移動基地局車や無線回線（地上及び衛星）の利用による被災基地局
や切断された基地局－中継局間エントランス回線の救済［ 6 ］（図 4 . 3 ）などである。




ぼ復旧した。5 月半ばには，復旧率が各事業者とも95％以上に達した［ 9 ］（図 4 . 4 ）。なお，
図 4 . 4 において，ウィルコムの被害基地局数が他事業者に比較して多いのはゾーン半
径が携帯電話よりも 1 桁小さいPHSサービスに対応する基地局のためである。
図 4 . 1 　震災発生後の通信業者の対応状況
図 4 . 2 　大ゾーン化による被災エリアの救済［ 8 ］
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図 4 . 4 　携帯電話・PHSの被害基地局数と復旧状況［ 9 ］





















表示するサイトが立ち上げられ情報提供が行われた。例えば，図 4 . 5 はNTTドコモが
緊急に立ち上げ， 3 月20日に運用開始した「復旧エリアマップ」の例［ 8 ］である。サー
ビスエリア，中断エリアの復旧予定が色分け表示される他，無料携帯電話，無料衛星携
帯電話，無料充電などのサービス場所等も表示される。
図 4 . 5 　復旧エリアマップの例［ 8 ］
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②車両通行実績マップ















図 4 . 6 　車両通行実績マップの例［10］
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音声配信のパケット化は，回線交換による音声通話（ 3 ． 2 節参照）を避けるための
ものである。例えば，回線交換方式のネットワークで規制がかかっている時，音声をパ
ケット化されたメッセージとしてパケット交換方式のネットワークを経由してサーバな
図 5 . 1 　トライブリッド基地局のイメージと実証実験風景［11］
図 5 . 2 　音声メッセージのパケットネットワーク経由の配信［ 6 ］
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どに一旦預かり，その後，パケット化されたメッセージを着信者へ送り音声に戻すサー












家庭内でその基地局を介して携帯電話を利用できる［12］（図 5 . 4 ）。従って，通常の基地
局との間の通信チャネルが混み合っているような時にもフェムトセル基地局経由で携帯
ネットワークへ接続（トラフィックオフロード）できることになる。
5 ． 3 　早期復旧・業務再開の方策
この種の対策としてはクラウドコンピューティング方式の利用が有効と考えられる。
クラウドコンピューティングでは，図 5 . 5 に示すように重要なデータやプログラムは
ネットワークの先のサーバに分散させて保持させておけばよい。データやプログラムは，
ネットワーク接続機能をもつ端末なら，どこからでも利用可能である。このため，災害








図 5 . 4 　フェムトセル基地局の接続構成［12］




















［ 1 ］ http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h23/pdf/n4030000.pdf（Ｈ23年
情報通信白書）
［ 2 ］ http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h23/pdf/n4010000.pdf（Ｈ23年
情報通信白書）
［ 3 ］http://www.garbagenews.net/archives/1813097.html（Garbagenews.com）
［ 4 ］ 片山泰祥：東日本大震災による被害の復旧状況，および今後の取り組みについて，第 3
回ブロードバンド特別シンポジウム（ブロードバンド･アソシエーション），2011.7.7
［ 5 ］ 斎藤晴加：東日本大震災に対する総務省の取組状況について，IGF Japan第1回全体会議，
講演資料，H23.7.21
［ 6 ］ 入江恵：大規模災害等緊急事態における通信確保の在り方に関する検討会（ネットワー
クインフラWG）第 2 回，資料 2 － 1 ，2011. 6. 9
［ 7 ］ http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/net_anzen/hijyo/yusen.html（災害時
優先通信，総務省）




［ 9 ］ 瀬戸山順一：東日本大震災における情報通信分野の主な取組～被害の状況・応急復旧措
置の概要と今後の課題～，立法と調査，2011.6
［10］http://www.mapion.co.jp/feature/eq2011/traffic.html（トラック通行実績マップ）
［11］ http://www.kddi.com/corporate/news_release/2010/0827/sanko.html（トライブリッド
基地局，KDDI）
［12］ http://www.venture.nict.go.jp/node_2672/node_2755/node_23553/node_23555（情報通信
研究機構）
付録
重要通信の確保に関する規則の抜粋
■電気通信事業法（昭和59年12月25日法律第86号）
（重要通信の確保） 
第八 条　電気通信事業者は，天災，事変その他の非常事態が発生し，又は発生するおそれがあ
るときは，災害の予防若しくは救援，交通，通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維
持のために必要な事項を内容とする通信を優先的に取り扱わなければならない。公共の利
益のため緊急に行うことを要するその他の通信であつて総務省令で定めるものについても，
同様とする。 
2 　 前項の場合において，電気通信事業者は，必要があるときは，総務省令で定める基準に従
い，電気通信業務の一部を停止することができる。 
3 　 電気通信事業者は，第一項に規定する通信（以下「重要通信」という。）の円滑な実施を
他の電気通信事業者と相互に連携を図りつつ確保するため，他の電気通信事業者と電気通
信設備を相互に接続する場合には，総務省令で定めるところにより，重要通信の優先的な
取扱いについて取り決めることその他の必要な措置を講じなければならない。
■電気通信事業法施行規則
（緊急に行うことを要する通信） 
第五 十五条　法第八条第一項の総務省令で定める通信は，次の表の上欄に掲げる事項を内容と
する通信であつて，同表の下欄に掲げる機関等において行われるものとする。
通信の内容 機関等
一 　火災，集団的疫病，交通機関の重大な事
故その他人命の安全に係る事態が発生し，
又は発生するおそれがある場合において，
その予防，救援，復旧等に関し，緊急を要
する事項
⑴ 　予防，救援，復旧等に直接関係がある機
関相互間
⑵ 　上記の事態が発生し，又は発生するおそ
れがあることを知った者と⑴の機関との間
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二　治安の維持のため緊急を要する事項 ⑴　警察機関相互間
⑵　海上保安機関相互間
⑶　警察機関と海上保安機関との間
⑷ 　犯罪が発生し，又は発生するおそれがあ
ることを知った者と警察機関又は海上保安
機関との間
三 　国会議員又は地方公共団体の長若しくは
その議会の議員の選挙の執行又はその結果
に関し，緊急を要する事項
選挙管理機関相互間
四 　天災，事変その他の災害に際し，災害状
況の報道を内容とするもの
新聞社等の機関相互間
五 　気象，水象，地象若しくは地動の観測の
報告又は警報に関する事項であって，緊急
に通報することを要する事項
気象機関相互間
六 　水道，ガス等の国民の日常生活に必要不
可欠な役務の提供その他生活基盤を維持す
るため緊急を要する事項
上記の通信を行う者相互間
